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連結業績について
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業績概要

10年4月
～ 10年6月

11年4月
～ 11年6月

増減額 増減率

売上高 31,069 28,089 △2,980 △9.6%

売上総利益 6,773 5,791 △981 △14.5%

販管費 5,605 5,521 △92 △1.7%

営業利益 1,167 279 △888 △76.1%

経常利益 1,266 2,637 1,370 108.2%

四半期純利益 923 1,520 596 64.6%

（単位：百万円）【連結】
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売上高比較 -売上区分別-

(単位：百万円)【連結】
10年4月

～ 10年6月
(構成比)

11年4月
～ 11年6月

(構成比)

増減額 増減率

ソフトウェア開発
10,179
(32.8%)

9,635
(34.3%)

△544 △5.3%

情報処理
8,885
(28.6%)

8,762
(31.2%)

△122 △1.4%

システム販売
12,004
(38.6%)

9,691
(34.5%)

△2,312 △19.3%

合計
31,069

（100.0%）

28,089
（100.0%）

△2,980 △9.6%

〔受注高〕

ソフトウェア開発 11,568 10,806 △762 △6.6%

〔受注残高〕

ソフトウェア開発 9,635 9,666 31 0.3%
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売上高比較 -業種別-

(単位：百万円)【連結】

10年4月～10年6月 11年4月～11年6月 増減

金額 構成比 金額 構成比 金額 増減率

製造 7,191 23.1% 7,427 26.4% 236 3.3%

流通 7,151 23.0% 7,131 25.4% △20 △0.3%

金融 4,213 13.6% 3,771 13.4% △441 △10.5%

銀行 1,570 5.1% 1,463 5.2% △107 △6.8%

証券 468 1.5% 487 1.7% 18 4.0%

信販･リース 1,018 3.3% 568 2.0% △450 △44.2%

生保・損保 1,155 3.7% 1,252 4.5% 97 8.4%

通信・運輸 5,478 17.6% 3,874 13.8% △1,604 △29.3%

電力・ガス 368 1.2% 337 1.2% △31 △8.6%

サービス他 6,665 21.5% 5,547 19.8% △1,117 △16.8%

合計 31,069 100.0% 28,089 100.0% △2,980 △9.6%
※一部データの修正があり、前年度の業種別売上金額に変更があります。
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セグメント別分析

＜流通・製造ソリューション事業＞

10年4月～
10年6月

11年4月～
11年6月

増減

売上高 8,408 7,657 △751

ｾｸﾞﾒﾝﾄ利益 183 △41 △224

＜金融・ＥＲＰソリューション事業＞

10年4月～
10年6月

11年4月～
11年6月

増減

売上高 5,305 4,478 △827

ｾｸﾞﾒﾝﾄ利益 41 △179 △220

＜グローバルソリューション事業＞

10年4月～
10年6月

11年4月～
11年6月

増減

売上高 3,757 3,726 △31

ｾｸﾞﾒﾝﾄ利益 421 397 △23

＜プラットフォームソリューション事業＞

10年4月～
10年6月

11年4月～
11年6月

増減

売上高 12,260 10,416 △1,844

ｾｸﾞﾒﾝﾄ利益 751 207 △543

(単位：百万円)
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増加要因 ３９百万円

減少要因 △１３１百万円

△９２百万円合計

 人材力強化関連（グローバル人材育成関連含む）

 健康増進施策関連

４百万円

３５百万円

 業務委託費

 その他

△５６百万円

△７５百万円

販管費分析 （対前年度主要増減要因 4～6月）
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事業環境概観

 4,5月は新規投資案件への慎重な姿勢も一部に見られたが、6月以降回復。

 既に取組みを開始した案件への影響は極めて限定的。

 震災を受けて、BCP（事業継続計画）、ディザスターリカバリー対策の観点からのIT

システム投資・データセンター利用に関する投資案件需要が顕在化。

顧客企業のIT投資は回復傾向。

 経済全般

東日本大震災の影響により景気の落ち込みが見られ、厳しい状況。加えて、電力供
給の制約や原子力問題、円高の影響あるいは海外景気の下振れ懸念など経済の
先行きについては依然不透明。しかしながら、その一方で、震災からの復興需要に
加え、企業の生産活動の回復など、景気持ち直しの動きも見られる。

 ITサービス産業

震災直後はIT投資の落ち込みが見られたものの、生産活動が正常化に向かう中で
、企業のIT投資意欲に回復の傾向が表れ、IT投資計画に関する経済調査もこれら
を裏付ける結果となる。

事業環境

ＳＣＳへの影響
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セグメント別事業動向

流通・製造
ソリューション事業

・ 震災の影響は、軽微。

・ 国内コンシューマー向け販売・マーケティングビジネス関連の開発案件が活発化。

・ 自動車各社については、生産活動が平常化に向かう中、ソフト開発を中心としたIT投資が活発化。

金融・ＥＲＰ
ソリューション事業

【金融】

・ 経営統合関連の大型案件が複数スタート。第2四半期以降に本格化。

・ 地域金融機関は全般的には慎重な動きも、SWIFTのバージョンアップ対応が見込まれる。

【ERP】

・ ProActive案件は今年度は大型化が顕著。ディールフローは総じて堅調。

・ IFRS強制適用時期の延期観測により、一部案件において検討の長期化が予想されるが、今年度
への影響は軽微。

グローバル
ソリューション事業

・ 住友商事向けの海外展開に伴うシステム導入のノウハウを元に、SAPでのグローバルテンプレー
トを作成し、マーケティングを強化。

・ 製造業を中心にアジアでのITサービスに対する需要が活発化。現地パートナーを含むサービス提
供力強化を推進。

プラットフォーム
ソリューション事業

・ 震災後のBCPの観点でのデータセンター需要の高まりを受けて、東京及び大阪にてデータセン
ターの拡充を企画・推進。

・ ファイアウォールの更新、脆弱性診断等ネットワークセキュリティ強化関連のディールフローが増加

・ クラウド・仮想化関連においても、コスト効率化需要はもとより、各種BCP対策案件が活発化。
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CSKとの経営統合に向けての進捗

 統合推進委員会の下に企画部会・営業部会他機能別に分科会を設置

 経営ビジョン等の再構築を含む事業計画を策定中

 事業シナジーの最大化に向けた営業施策・顧客対応を協議

●合併契約締結

●公開買付け終了

●CSK株式に対する公開買付け開始

●SCS・CSK両社株主総会
にて合併契約承認議決

2011年度

10/16/282/24 4/11

2010年度

3/10

【ＣＳＫとの経営統合スケジュール】

●合併効力発生
商号を「SCSK株式会社」
に変更

10/末

●事業計画発表
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今後とも皆様のご支援今後とも皆様のご支援

ご鞭撻を賜りますようご鞭撻を賜りますよう

よろしくお願い申し上げます。よろしくお願い申し上げます。
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【ご参考】セグメント区分

セグメント 概要

流通・製造
ソリューション事業

流通・製造業を中心とした、業種固有のシステムニーズに対応したITサービス
の提供を行なう事業

金融・ＥＲＰ
ソリューション事業

金融業固有のＩＴニーズに応えるとともに、一般企業向けに、自社開発のパッ
ケージソフトである「ProActive」他のERPシステムの提供を行なう事業

グローバル
ソリューション事業

住友商事グループを含む、グローバルに事業を展開する顧客に対し、当社の
海外ネットワークを活用したＩＴサービスの提供を行なう事業

プラットフォーム
ソリューション事業

顧客の業務システムを支えるIT基盤の設計・開発から保守、また、データセン
ターを活用してのシステム運用まで、ITインフラの構築・運用サービスの提供を
行なう事業

その他 国内の地域拠点における一般企業向けのITサービスの提供を行なう事業等
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【ご参考】 2011/4～2011/7 プレスリリース一覧①

ﾃﾞｰﾀｾﾝﾀｰ 11.07.11 高い利便性と堅牢性を誇る新データセンター

『netXDC 東京第３センター』を今夏開設

DR関連 11.07.21 ファルコンストアの「RecoverTrac 2.0」テクノロジによる

低コストのディザスタ・リカバリ自動化ソリューションを提供開始

クラウド 11.07.15 Zeus Technology社製ソフトウェアロードバランサ

「Zeus Load Balancer」がPSCクラウド基盤にて採用

仮想化 11.05.11 無停止型仮想化プラットフォーム

「Stratus Avance ソフトウェア」を販売開始

ProActive 11.05.31 ERP パッケージ「ProActive E²」のサービスデスクサポート

提供時間をサマータイムに対応

11.06.21 ERP パッケージ「ProActive E²」販売・購買在庫管理システムの

機能強化版を提供開始

ERP 11.07.13 SAP 用Add-On ソリューション「手形管理サポートシステムPlus」を

リニューアル

Curl 11.05.31 業務システム向けUIコンポーネント「Curl External Library」を

オープンソースで提供
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【ご参考】 2011/4～2011/7 プレスリリース一覧②

その他 11.04.12 被災地復興支援としての「Google Apps for Business」の

無償提供について

11.04.12 株式会社ＣＳＫ株式等に対する公開買付けの結果に関する

お知らせ

11.04.22 大学e ラーニング協議会、ニフティ、住商情報システム

被災大学を支援するインターネットを活用した高度教育基盤の

提供を開始

11.05.19 商号変更及び定款の一部変更に関するお知らせ

11.05.19 「住商情報システム株式会社と株式会社ＣＳＫの合併契約締結

に関するお知らせ」の一部変更に関するお知らせ

11.06.06 住商情報システムにおける、節電への取り組み

～「サマータイム」「スーパークールビズ」の実施～

11.06.16 住商情報システム、CA Technologies、被災大学の授業継続

を実現する高度教育システムへ、認証技術を無償提供

11.06.28 当社と株式会社ＣＳＫの合併契約に関する当社平成23年３月期

定時株主総会での承認可決についてのお知らせ

11.06.28 支配株主等に関する事項について


